
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高
騰に対する特別加
算

公立保育所副食費物価高騰対策補
助等事業

①公立保育所における給食の提供に係る食材費の増加に
対応し、需用費として確保する。物価高騰の影響を受け
た、公立保育所に子どもを通わせている子育て世帯を支
援するため、公立保育所における高騰した食料品の購入
費用を増額することにより、食料品価格高騰による副食費
の保護者負担を軽減するため。
②高騰した分の食材購入費（教職員は除く。）
③園児１人、１食当たり：10円
　１食当たり10円を市で負担することで、副食費の保護者
負担を月額4,900円に抑える。
　408,900食×10円＝4,089,000円
④給食食材費　公立保育所14園、公立保育所入所児童の
保護者

R8.4 R9.3

2
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

私立保育所等副食費物価高騰対策
補助等事業

①私立保育所等における給食の提供に係る食材費の増
加に対応し、支援を行う。物価高騰の影響を受けた、私立
保育所等に子どもを通わせている子育て世帯を支援する
ため、私立保育所等における高騰した食料品の購入費用
を補助することにより、食料品価格高騰による副食費の保
護者負担を軽減するため。
②高騰した分の食材購入費（教職員は除く。）
③園児１人、１食当たり：10円
　１食当たり10円を市で負担することで、副食費の保護者
負担を月額4,900円に抑える。
　599,500食×10円＝5,995,000円
④給食食材費　私立保育所７園、私立認定こども園７園、
私立小規模保育事業所３園、私立幼稚園３園、私立保育
所等の保護者

R8.4 R9.3

3
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

学校給食費物価高騰対策補助事業

①物価高騰の影響を受けた、小中学校における給食材料
が高騰していることに伴い、各給食センターへ高騰した給
食材料に係る補助金を交付することにより、給食材料高騰
分の保護者への価格転嫁を行わず、小中学校に通わせて
いる子育て世帯を支援する。
②高騰した分の食材購入費に係る補助金
③高騰した分の食材購入費（教職員は除く。）
・南部給食センター：23,701,300円（474,026食×50円）
・北部給食センター：32,766,800円（655,336食×50円）
・臼田給食センター：8,623,500円（172,470食×50円）
・望月給食センター：8,318,400円（166,368食×50円）
計73,410,000円
④市内給食センター（4施設）、小中学校の保護者

R8.4 R9.3

4
⑨中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

中小企業エネルギーコスト削減助成
事業（物価高騰対策）

①原油価格・物価高騰などの影響を受ける市内中小事業
者等のエネルギーコストの削減、収益構造の改善等を支
援するため、市内中小事業者等が取り組む省エネルギー
性能の高い機器及び設備の更新に要する経費に対して助
成金を交付する。
②助成金
③助成率１／３以内、限度額25万円（付帯設備）若しくは
300万円（生産設備）
④中小企業基本法第２条第１項に規定する中小企業者で
あって、市内に本店若しくは主たる事務所を有する法人又
は市内に事業所並びに住所を有する個人事業主等

R8.4 R9.3

5
⑥中小企業・小規模
事業者の賃上げ環
境整備

小規模事業者経営指導補助事業（物
価高騰対策）

①物価高騰の影響を受けている事業者の賃上げ環境整
備につなげるため、商工会議所及び商工会が行う小規模
事業者に対する総合的な経営指導事業に要する経費に対
して補助金を交付する。
②補助金
③県補助金総額の１／３以内　計2,800万円
④商工会議所及び商工会

R8.4 R9.3

6
⑥中小企業・小規模
事業者の賃上げ環
境整備

販路拡大支援補助事業（物価高騰対
策）

①物価高騰の影響を受けている事業者の賃上げ環境整
備につなげるため、新市場の開拓又は販路拡大を目的と
して、国や地方公共団体が主催、共催又は後援している展
示会、見本市等へ出店するために要する経費に対し補助
金を交付する。
②補助金
③対象経費の30%以内、限度額 国内：10万円、海外：45万
円
④市内に営業所又は事業省を有する法人（個人事業主を
含む）

R8.4 R9.3
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7
⑥中小企業・小規模
事業者の賃上げ環
境整備

佐久ものづくり支援補助事業（物価高
騰対策）

①物価高騰の影響を受けている事業者の賃上げ環境整
備や、地域における産業の育成及び発展に資するため、
企業間の連携による新製品及び新技術の共同開発に取り
組む中小企業者に対し補助金を交付する。
②補助金
③補助対象経費の10分の5以内　限度額：500万円（医療
業、老人福祉又は介護事業を営む事業所との共同開発の
場合は、限度額を100万円増額）
④共同開発を行う中小企業者で、共同開発の主体となり、
市内に事業所を有するもの

R8.4 R9.3

8
⑥中小企業・小規模
事業者の賃上げ環
境整備

地域産業ブランディング支援補助事
業（物価高騰対策）

①物価高騰の影響を受けている事業者の賃上げ環境整
備につなげるため、市内の企業や産業のPR及びブランド
力強化のために行う事業に要する経費に対し補助金を交
付する。
②補助金
③対象経費の2分の1以内　限度額：360万円
④一般社団法人佐久産業支援センター

R8.4 R9.3

9
⑨中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

経営安定支援資金（原油価格・物価
高騰対策分）に係る利子補給金支援
事業（国Ｒ７補正予算充当分）

①原油価格・物価高騰などの影響を受ける市内中小企業
者等が利用する中小企業振興資金融資制度に基づく融資
の返済に係る負担を軽減するため、市内中小企業者等の
利子の支払に要する経費に対して補給金を交付する。
②補給金
③貸付利率1.3％のうち1.1％（３年間）
R8実行見込305件　利子補給金額見込み：R8 10,134,563
円 R9 22,833,648円 R10 17,770,928円 R11 8,110,886円
計58,850,025円（基金充当可能金額）→R8予算額
30,000,000円に充当（見込み）
④市内中小企業者等

R9.3 R9.3


